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６．おわりに
これまで、今後の改善のために、今回の新型インフルエンザ対策の不十
分であった点を指摘し、検討してきたが、今回の対策で評価される点も多
数存在する。それらをさらに高めることによって、対策を充実させること
も必要であろう。そのひとつとして、我が国における新型インフルエンザ
罹患者の死亡率の低さがある。３月までの統計を見ると、人口10万対死
亡率では、アメリカが約４で突出しているほか、カナダ、メキシコ、オー
ストラリア、イギリスなどは0.7–1.3の間となっているが、それに対して、
我が国は0.15であり、世界的に見て、きわめて低い死亡率となっているの
である
（安）
。その原因としては、学校閉鎖やタミフルの投与、健康予防意識の
高さ等が挙げられているが、現在のところは未確定であるので、十分な検
証を行い、その原因が判明すれば、それをさらに高める工夫を行うべきで
あろう。
なお、健康予防意識については、今回の新型インフルエンザの流行を機
に、公衆衛生教育の充実をさらに促進すべきであるし
（庵）
、感染症の予防・治
療にあたる医療従事者の養成も重要な課題であろう。結核を例にとれば、
かつての死に至る病という状況は克服されて、国民の中には、結核は怖く
ない病気であるという誤解が広がっているように思われる。今回の新型イ
ンフルエンザ流行を好機ととらえ、感染症全般の理解を深めると同時に、
治療の人的・物的環境の向上を図ることが必要であると思われる。
その他にも、広報の問題―適切な情報提供がおこなわれてきたかどうか
という問題がある。情報提供の不備はマスコミによっても指摘されている
ところであり
（按）
、また、「広報」は、2010年４月12日に開催された政府の第
２回新型インフルエンザ（A/H1N1）対策総括会議の議題となっている。
次に、労働の問題も取り上げておきたい。先に学校閉鎖の箇所で、休業
補償の問題に触れたが、これについては、非正規労働者のような労働弱者
は、休業補償がなく、不利な立場に追い込まれている、とする報道もある
（読売新聞2009年12月28日）。休業手当について、労働基準法26条は、「使
（231）
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用者の責に帰すべき事由による休業の場合においては、使用者は、休業期
間中当該労働者に、その平均賃金の百分の六十以上の手当を支払わなけれ
ばならない」と定め、民法536条２項は、「債権者の責めに帰すべき事由
によって債務を履行することができなくなったときは、債務者は、反対給
付を受ける権利を失わない」と規定しているが、不可抗力によるものは含
まれないとされているので、企業の感染防止対策がまったく行われていな
かったような場合以外は、補償の対象とはならない。しかしながら、正社
員は、年休や有給休暇の利用が可能であるので、通常はそれによって対処
されることになる。マスコミが指摘しているのは、パート・アルバイトな
どの非正規労働者の問題である。彼らは、補償がないために、感染の疑い
を申告しないことになり、その結果、職場に感染を拡大することも考えら
れるのであるから、何らかの対策が必要であろう
（暗）
。
最後は人権の問題である。これまでの論稿において、法律の立場から、
新型インフルエンザ対策における人権の問題の重要性を指摘してきたが、
新型インフルエンザ対策の中心は医療であるので、この問題に対する関心
は依然として低いままである。たとえば、現在行われている国の総括にお
いても、目標達成度の検討項目は、①感染拡大のタイミングを遅らせるこ
と、②感染のピークを可能な限り低く抑えること、③国民生活や経済への
影響を最小限にすること、④基礎疾患を有する方々等を守ること、⑤重症
者、死亡者の数をできるだけ最小限にすること、が掲げられているだけで
ある
（案）
。国民の人権の問題は③に含まれることになるが、あまりにも軽視さ
れているのではなかろうか。今後、強毒性のインフルエンザが大流行した
ときには、国民の人権がかなり侵害されることが予想されるのであるか
ら、今回の総括にあたっても、この問題を取り上げる必要があったと思わ
れる。今後の展開に期待したい。
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